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「出先機関改革に係る工程表」決定についての談話

１.３月２４日、政府の地方分権改革推進本部（本部長・麻生太郎首相）は、「出先機関改革に係る工程表」を決定した。昨年１２月８日に地方分権改革推進委員会がまとめた「第２次勧告」は、ハローワークの漸次縮小および地方への移管、都道府県労働局をブロック機関化し地方厚生局と統合することを求めていたが、今回の工程表にはこれらは盛り込まれなかった。厳しい雇用・失業情勢が続き、労働行政の役割の重要性が高まる中で、当然の判断である。
２.工程表は、「出先機関の統廃合、地域との連携やガバナンスの確保の仕組みなど、第２次勧告で示された出先機関の組織の改革の方向性に沿って検討を進め、改革大綱に盛り込む」としている。しかし、「第２次勧告」は、ハローワークなど労働行政の最大ユーザーである労使の声を踏まえたものとはなっていない。また、「第２次勧告」は、ブロック機関化した場合に、都道府県労働局が担っている労働者派遣事業の指導監督や個別労働紛争処理などの機能をどのようにして維持するのかという点も検討されていない。今後、地方分権改革大綱を定めるにあたっては、労働行政の後退とならないよう「第２次勧告」ありきではなく、慎重に検討すべきである。
３.全国の各地域において、すべての労働者が職業紹介や能力開発、労働相談等に関する行政サービス・支援を十分に受けられることが、労働行政の基本である。その視点に立てば、「第２次勧告」は、労働者・国民の立場からは疑問のある内容である。連合は、昨年１２月には厚生労働省に対して「労働行政の充実・強化に関する要請」を行い、①都道府県労働局のブロック化により、労働行政の後退とならない体制整備、②ハローワークの全国ネットワークの維持及び体制の拡充・強化などを求めた。また、労働政策審議会においても、その旨を繰り返し主張してきた。
４.地方分権そのものは否定されるものではない。しかし、国民生活への影響を顧みずに、削減や統廃合ありきの改革では、何のための地方分権なのか、その目的を失したものとなる。連合は、今後のわが国の経済・社会のあり方も見据え、国民のくらしを豊かにするための地方分権を求めていく。

